
 - 6-194 -

 
図 6.4-87 緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価の解析ケースごとの間隙率の時間的な変化 
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② 天然バリア 
表 6.4-25 に示した核種移行解析ケースに対して、6.4.1 における地下水流動解析の結果に基

づいて、天然バリアのパラメータ設定を行った。隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケースと

天然バリアの設定パラメータを表 6.4-27 に示す。なお、表 6.4-27 中の移行距離とダルシー流

速は、初期値のみを示しており、その時間変化は、6.4.1 の地下水流動解析における解析結果に

基づいて設定した。また、間隙率と分配係数に関しては、6.4.1 における移行経路上の地質条件

と水質条件の内訳に基づいて、間隙率は地質ごと、分配係数は地質（堆積岩 1、2、3）と水質

（地下水 1：降水系、地下水 2：塩水系）の組合せ（6.4.5（４））ごとに設定した。 
以下では、6.4.1 から 6.4.6 までの評価に依らない各パラメータ設定の概要を示した。 

 
表 6.4-27 隆起・侵食シナリオの核種移行解析ケースと天然バリアの設定パラメータ 

 

P1 H2 -300 1172 3.9E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 784 3.0E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1690 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 2196 4.4E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 2856 1.8E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 2665 7.4E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 3202 5.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 3577 1.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1253 1.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 750 1.7E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1789 7.3E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 866 4.3E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 1807 6.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 917 2.3E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 1937 3.3E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 1940 5.9E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1154 4.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 791 3.1E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1702 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 2169 4.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 2844 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 2642 8.2E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 3174 5.8E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 3567 1.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1253 1.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 748 1.7E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1760 7.0E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 873 3.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 1800 6.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 924 4.4E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 1891 3.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 1897 6.2E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1174 3.9E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 786 3.0E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1699 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 2196 4.4E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 2854 1.8E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 2641 7.4E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 3199 5.8E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 3574 1.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1248 1.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 750 1.7E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1789 7.4E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 866 4.3E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 1809 6.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 919 2.5E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 1889 3.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 1894 5.7E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1154 4.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 1872 2.6E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1702 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 2169 4.6E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 2844 1.9E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 2644 8.0E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 3172 5.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 3567 1.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

P1 H2 -300 1253 1.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P2 H3 -300 748 1.7E-03 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P3 H2 -300 1762 7.2E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P4 H2 -400 873 3.7E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P5 H2 -400 1797 6.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P6 H1 -500 924 4.3E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P7 H2 -500 1891 3.1E-04 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと
P8 H1 -600 1890 6.2E-05 3.2E-02 100 2400 地質ごと 地質・水質ごと

×

Case10 傾動隆起 0.3 0.3 ○

Case8 傾動隆起 0.3 0.3

×

Case7 傾動隆起 0.3 0 ○

Case5 傾動隆起 0.3 0

×

Case4 一様隆起 0.3 0.3 ○

Case3 一様隆起 0.3 0.3

Case2 一様隆起 0.3 0 ○
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i） 実効拡散係数 
幌延地域の地質（堆積岩）を想定し、泥岩中の実効拡散係数について既存のデータベースか

ら整理したものを、表 6.4-28 に示す。なお、幌延の岩石は概して間隙率が高く、そのような高

い間隙率に対するデータはヨウ素（I）のみであったため、ヨウ素のデータを採用した。また、

実効拡散係数は間隙率依存があるため、表の値は間隙率依存性を考慮した値となっている。 
ここで、最も高い値である 8.0×10-10 m2/s（声問層）を参考として、ヨウ素の値を全元素に適

用するにあたり、保守性を考慮して、1.0×10-9 m2/s（3.2×10-2 m2/年）を全元素共通の設定値と

した。 
 

表 6.4-28 幌延地域の地質を想定した泥岩中の実効拡散係数 

地質 
間隙率 
(vol.%) 

実効拡散係数 
(m2/s) 

稚内層 35 8.0×10-11 
声問層 65 8.0×10-10 
勇知層 45 2.0×10-10 

 
ii） 縦方向分散長 

P2 以外は、移行距離がほぼ 1000m を超えており、P2 もケースによっては、1,000m を超える

場合があるため、一律 100m を設定した。 
 

iii） 真密度 
幌延地域の堆積岩の真密度は、小川と松井(30)による幌延堆積岩の岩石コアを用いたかさ密度

等の調査結果をもとに、表 6.4-29 のように算出し、2.4 g/cc（2,400 kg/m3）の値を設定した。 
 

表 6.4-29 小川と松井(30)による幌延堆積岩の岩石コアに関するかさ密度等の調査結果 
（一部改変） 

 
 
  

SA.NO.
深度
（m）

地層名 方向
かさ密度
（乾燥）
（g/cc）

かさ密度
（湿潤）
（g/cc）

粒子密度
（g/cc）

間隙率
（%）

真密度
（g/cc）

1 246.60 声問層 V - 1.69 - -
2 247.30 声問層 V - 1.69 - 41.00
3 304.05 遷移部 V 1.41 1.80 2.40 41.41 2.4
4 305.30 遷移部 V 1.39 1.80 2.42 42.44 2.4
5 305.80 遷移部 V 1.38 1.78 2.41 42.78 2.4
6 490.45 稚内層 V 1.51 1.86 2.40 36.97 2.4
7 490.60 稚内層 H 1.55 1.80 2.43 36.26 2.4
8 493.05 稚内層 V 1.52 1.86 2.37 35.73 2.4
9 493.50 稚内層 V 1.58 1.87 2.48 36.34 2.5
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（２）解析結果 
隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化体 1 本当

たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較を、Se79について図 6.4-88 に、

Cs135 について図 6.4-89 に、4n+1 系列の Np237 について図 6.4-90 に示す。また、最大移行フ

ラックスに関して解析ケース間の比較を行ったものを、Se79 について図 6.4-91 に、Cs135 につ

いて図 6.4-92 に、4n+1 系列の Np237 について図 6.4-93 に示す。なお、線量の結果は、Appendix 
Ⅴ-H に示した。 
まず、人工バリアからの移行フラックスに関しては、地下水流動の解析ケースによらず、ほ

ぼ処分場位置で決まっていることがわかる。つまり、Se79 及び Cs135 では、処分場位置 P1 や

P6、P8 において、塩水条件にさらされる期間が長く、その結果ガラス溶解速度が 2 桁増加する

ため、塩水条件にさらされる期間の短い P7 や常に降水条件である P2、P3、P4 に比べて、人工

バリアからの移行フラックスも 2 桁程度高くなった。一方、Np237 に関しては、ガラス溶解速

度の影響は比較的小さく、ほぼ溶解度により決定され、塩水条件にさらされる期間の長い処分

場位置 P1 や P6、P8 では、溶解度が P2、P3、P4、P7 に比べて小さく、人工バリアからの移行

フラックスも低い値となった。 
次に、天然バリアからの移行フラックスに関して、すべての核種において、処分深度の深い

P6（-500m）や P8（-600m）では、移行距離が長く半減期の影響により有意なフラックスは計

算されないものの、その他の処分場位置では、地下水流動の解析ケースによる違いがみられた。

基本的には、透水異方性を考慮しないケース（Case1、3、5、8）の方が、透水異方性を考慮し

たケース（Case2、4、8、10）に比べて、天然バリアからの移行フラックスが高く、これは透水

異方性を考慮しないケースの流速が、透水異方性を考慮したケースに比べて、速いためである。

ただし、P3 に関しては、一様隆起の侵食なしケースである Case1 と Case2 において、透水異方

性を考慮した Case2 の方が、透水異方性を考慮しない Case1 に比べて、天然バリアからの移行

フラックスが高くなっており、これは Case2 において、透水異方性を考慮したことにより移行

経路の短絡（移行距離の急激な減少）が生じたためである（図 6.4-41 参照）。同様の理由によ

り、P4 に関しても、一様隆起の侵食ありケースである Case3 と Case4 において、透水異方性を

考慮した Case4 の方が、透水異方性を考慮しない Case3 に比べて、天然バリアからの移行フラ

ックスが高くなっている。また、上記のような短絡の影響や P7 の例外を除くと、一様隆起に

おいて、侵食を考慮したケース（Case3、4）の方が、考慮しないケース（Case1、2）に比べて、

天然バリアからの移行フラックスが高くなっており、これは、侵食による透水係数の増加に伴

い、流速が増加したためである（図 6.4-42 参照）。一方、傾動隆起では、処分場位置ごとに、

侵食の影響が異なっている。P2、P3、P5 では、侵食を考慮したケース（Case8、10）の方が、

考慮しないケース（Case5、7）に比べて、天然バリアからの移行フラックスが高くなっている

が、流速の影響というよりは、侵食を考慮することによる移行経路の短絡（移行距離の減少）

に起因している。P1、P4、P7 では、その逆で、侵食を考慮しないケース（Case5、7）の方が、

侵食を考慮したケース（Case8、10）に比べて、天然バリアからの移行フラックスが高くなって

おり、これは、侵食を考慮しないケース（Case5、7）の方が、侵食を考慮したケース（Case8、
10）に比べて、流速が速いためである。さらに、隆起のタイプの観点から、侵食なし・透水異

方性なしの Case1 と Case5 で比較した場合、P1、P2、P3、P4、P5 では、傾動隆起（Case5）の

方が、一様隆起（Case1）に比べて、天然バリアからの移行フラックスが高くなっており、これ

は、傾動隆起することにより動水勾配が大きくなり、結果として流速が増加するためである。 
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（ a ）Se79 

 
(1a) P1：人工バリア 

 
(1b) P1：天然バリア 

 
(2a) P2：人工バリア 

 
(2b) P2：天然バリア 

 
(3a) P3：人工バリア 

 
(3b) P3：天然バリア 

 
(4a) P4：人工バリア 

 
(4b) P4：天然バリア 

図 6.4-88 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Se79（1/2） 
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(5a) P5：人工バリア 

 
(5b) P5：天然バリア 

 
(6a) P6：人工バリア 

 
(6b) P6：天然バリア 

 
(7a) P7：人工バリア 

 
(7b) P7：天然バリア 

 
(8a) P8：人工バリア 

 
(8b) P8：天然バリア 

図 6.4-88 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Se79（2/2） 
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（ b ）Cs135 

 
(1a) P1：人工バリア 

 
(1b) P1：天然バリア 

 
(2a) P2：人工バリア 

 
(2b) P2：天然バリア 

 
(3a) P3：人工バリア 

 
(3b) P3：天然バリア 

 
(4a) P4：人工バリア 

 
(4b) P4：天然バリア 

図 6.4-89 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Cs135（1/2） 
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(5a) P5：人工バリア 

 
(5b) P5：天然バリア 

 
(6a) P6：人工バリア 

 
(6b) P6：天然バリア 

 
(7a) P7：人工バリア 

 
(7b) P7：天然バリア 

 
(8a) P8：人工バリア 

 
(8b) P8：天然バリア 

図 6.4-88 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Cs135（2/2） 
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（ c ）Np237（4n+1 系列） 

 
(1a) P1：人工バリア 

 
(1b) P1：天然バリア 

 
(2a) P2：人工バリア 

 
(2b) P2：天然バリア 

 
(3a) P3：人工バリア 

 
(3b) P3：天然バリア 

 
(4a) P4：人工バリア 

 
(4b) P4：天然バリア 

図 6.4-90 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Np237（1/2） 
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(5a) P5：人工バリア 

 
(5b) P5：天然バリア 

 
(6a) P6：人工バリア 

 
(6b) P6：天然バリア 

 
(7a) P7：人工バリア 

 
(7b) P7：天然バリア 

 
(8a) P8：人工バリア 

 
(8b) P8：天然バリア 

図 6.4-88 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による移行フラックスの解析ケース間の比較：Np237（2/2） 
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（ d ）一覧 

 
(a) 人工バリア 

 
(b) 天然バリア 

  
図 6.4-91 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較：Se79 
 

 
(a) 人工バリア 

 
(b) 天然バリア 

  
図 6.4-92 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較：Cs135 
 

 
(a) 人工バリア 

 
(b) 天然バリア 

  
図 6.4-93 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における各バリアからのガラス固化

体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較：Np237 
  

人工バリア：Se79 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06
P2 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04
P3 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04
P4 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04
P5 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04 5.8E+04
P6 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06
P7 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04
P8 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06 1.8E+06

天然バリア：Se79 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 9.3E-15 1.4E-27 1.4E-03 2.9E-11 1.1E-08 2.3E-20 8.8E-18 1.4E-30
P2 1.1E-03 1.8E-06 2.0E+01 1.8E+00 1.3E-03 9.5E-07 7.3E-02 3.6E-04
P3 2.3E-15 8.8E-09 2.4E-02 3.9E-08 4.2E-12 2.7E-32 6.8E-08 1.1E-19
P4 3.3E-41 1.0E-99 1.9E-13 5.8E-08 8.7E-33 6.6E-60 1.1E-48 3.5E-62
P5 8.1E-21 6.5E-35 1.1E-04 9.5E-11 1.1E-19 5.8E-35 2.9E-12 1.8E-23
P6 7.3E-79 1.0E-99 2.9E-64 1.0E-99 8.4E-96 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99
P7 6.9E-25 5.8E-45 3.5E-25 3.5E-27 3.5E-57 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99
P8 1.0E-99 1.0E-99 8.1E-53 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99

人工バリア：Cs135 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07
P2 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05
P3 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05
P4 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05
P5 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05
P6 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07
P7 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05 2.9E+05
P8 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07 2.4E+07

天然バリア：Cs135 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 1.8E-20 6.0E-35 1.8E-05 6.1E-15 4.0E-12 4.0E-29 1.1E-21 4.3E-38
P2 3.2E-04 2.5E-07 2.6E+01 1.8E+00 8.3E-06 1.7E-10 3.2E-02 1.4E-04
P3 3.9E-18 1.4E-10 3.0E-03 7.3E-10 5.8E-17 1.9E-37 1.3E-09 2.3E-22
P4 5.0E-50 5.5E-82 1.3E-16 8.9E-09 5.5E-33 4.5E-61 5.2E-47 3.8E-61
P5 8.6E-24 1.8E-39 2.3E-05 3.5E-12 8.8E-25 8.2E-42 5.5E-14 4.3E-26
P6 1.8E-81 1.0E-99 2.7E-73 1.0E-99 1.3E-82 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99
P7 5.4E-28 1.8E-45 1.1E-23 3.1E-22 2.2E-47 1.0E-85 2.1E-95 2.1E-89
P8 1.0E-99 1.0E-99 6.9E-44 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99

人工バリア：Np237 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04 6.5E+04
P2 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04
P3 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04
P4 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04
P5 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04 9.7E+04
P6 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04 6.1E+04
P7 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04 9.3E+04
P8 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04 6.6E+04

天然バリア：Np237 単位：Bq/y
Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 Case7 Case8 Case10

P1 1.6E-24 3.5E-39 1.0E-07 1.9E-17 6.7E-18 2.7E-37 1.2E-26 4.9E-42
P2 1.9E-04 1.2E-07 2.0E+01 1.4E+00 1.9E-07 2.8E-13 6.9E-03 5.6E-05
P3 2.9E-19 2.4E-11 7.5E-04 9.7E-11 8.7E-20 2.1E-39 2.0E-10 2.6E-23
P4 1.6E-54 3.7E-85 2.0E-18 2.0E-09 3.9E-37 2.1E-68 5.2E-51 1.2E-66
P5 8.4E-25 6.0E-41 1.0E-05 9.3E-13 1.2E-28 1.0E-47 8.2E-15 1.5E-27
P6 1.4E-89 1.0E-99 9.3E-82 1.0E-99 8.1E-89 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99
P7 1.3E-29 6.1E-48 2.2E-26 6.7E-24 2.9E-52 4.8E-94 1.0E-99 4.4E-97
P8 1.0E-99 1.0E-99 2.1E-52 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99 1.0E-99
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（３）まとめ 
本解析では、隆起・侵食／沈降・堆積及び気候変動による海水面変化の影響のうち、その影

響が最も大きいことが予想される隆起・侵食シナリオを対象として、6.4.1 における現実的な地

層処分サイトを想定し実施した地下水流動解析と、その結果に基づいた 6.4.2 から 6.4.6 におけ

るパラメータ設定を適宜反映した核種移行解析を行い、核種移行への影響の観点から、重要な

これらの天然事象の条件や地質環境の特性について予察的に検討を行った。平成 25 年度は、平

成 24 年度と同様の、塩水/降水境界の移動に伴う水質条件の空間分布の時間的変化に加えて、

移行経路上の地質の空間分布の時間的変化を考慮した、より詳細なリンケージによる解析を実

施した。 
核種移行解析における解析ケースは、地下水流動における 8 つの解析ケース（Case1～Case5、

Case7、Case8、Case10）×8 箇所の処分場位置（P1～P8）を組合せた計 64 ケースを設定した（表 
6.4-25）。ここで、地下水流動における解析ケースに関して、Case1、Case2 では、一様隆起のみ

を考慮するものとし、Case1 と Case2 の違いは、透水異方性に関して、Case1 が考慮しない、Case2
が考慮するケースである。また、Case3、Case4 は Case1、Case2 の条件に加えて、侵食とそれ

に伴う透水係数の増加を考慮したケースとなっている。一方、Case5、Case7、Case8、Case10
は、Case1、Case2、Case3、Case4 のそれぞれに対応する形で、隆起のタイプが一様隆起から傾

動隆起に変更したケースとなっている。さらに、上記の各ケースについて、処分場位置ごとに

個別の環境条件が設定される。 
核種移行解析における天然バリアの最大移行フラックスに関して解析ケース間の比較を図 

6.4-94 に示す。処分深度の深い P6（-500m）や P8（-600m）では、半減期の影響により有意な

移行フラックスはみられた。その他の処分場位置に監視しては、概して、透水異方性を考慮し

ないケース（Case1、Case3、Case5、Case8）の方が、透水異方性を考慮するケース（Case2、Case4、
Case7、Case10）に比べて、流速が速く移行フラックスも高い傾向があった。ただし、地下水流

動の解析ケースと処分場位置に組合せ（P3 の Case2 や P4 の Case4）によっては、透水異方性を

考慮したケースの方が、移行経路の短絡（移行距離の急激な減少）により、移行フラックスが

高くなった。隆起のタイプの観点から、侵食なし・透水異方性なしの Case1 と Case5 で比較し

た場合、P1、P2、P3、P4、P5 では、傾動隆起（Case5）の方が、一様隆起（Case1）に比べて、

天然バリアからの移行フラックスが高くなっており、これは、傾動隆起することにより動水勾

配の増加による影響であると考えられた。また、侵食の影響に関しては、一様隆起と傾動隆起

で異なる影響がみられた。一様隆起では、侵食を考慮したケース（Case3、Case4）の方が、考

慮しないケース（Case1、Case2）に比べて、侵食による透水係数の増加に伴う流速の増加（図 
6.4-42 参照）により天然バリアからの移行フラックスが高くなった。一方、傾動隆起に関して

は、処分場位置ごとに侵食の影響が異なり、ある処分場位置（P2、P3、P5）では、侵食を考慮

したケース（Case8、Case10）の方が、考慮しないケース（Case5、Case7）に比べて、天然バリ

アからの移行フラックスが高くなった（侵食を考慮することによる移行経路の短絡に起因）の

に対して、他の処分場位置（P1、P4、P7）では、その逆で、侵食を考慮しないケース（Case5、
7）の方が、侵食を考慮したケース（Case8、Case10）に比べて、天然バリアからの移行フラッ

クスが高くなっており、これは、侵食を考慮しないケース（Case5、Case7）の方が、侵食を考

慮したケース（Case8、Case10）に比べて、流速が速いためである。 
本年度は、塩水/降水境界の移動に伴う水質条件の空間分布の時間的変化に加えて、移行経路

上の地質の空間分布の時間的変化を考慮した、より詳細なリンケージによる解析を実施したが、

ほぼ地下水流動の解析ケース及び処分場位置ごとの地下水流速及び移行距離の設定により、天

然バリアからの移行フラックスが決定される結果となり、天然バリアの移行経路の水質及び地
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質の空間分布の違いによる影響はあまりみられなかった。それは、水質及び地質の違いによる

パラメータ設定（特に、分配係数）にそれほど大きな差がみられなかったこと、核種移行の解

析ケースの設定に対応する水質及び地質の違いが、ほぼ処分場位置ごとに決まっており、ケー

ス間の流速や移行距離の違いに吸収されてしまったこと、が原因として考えられる。 
そこで、今後は、水質及び地質の違いによるパラメータ設定の詳細な検討や、流速や移行距

離を揃えた場合で水質及び地質の違いのみられるようなケース設定を行うなどの検討が必要と

考えられる。 
 

 
(a) 天然バリア：Se79 

 
(b) 天然バリア：Cs135 

 
(c) 天然バリア：Np237  

図 6.4-94 隆起・侵食シナリオの各処分場位置（P1～P8）における天然バリアからのガラス固

化体 1 本当たりの地下水移行による最大移行フラックスの解析ケース間の比較 
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6.5 重要な人工バリアの設計要件と天然バリアの調査要件に関する検討 
 
6.5.1 重要な人工バリアの設計要件の検討 

6.3 に述べたように、仮想的なサイトを想定して総合的な感度解析を行い、人工バリアに関す

る重要な設計要件を抽出するため、以下の内容・手順で検討を進めてきた。 
①これまでの知見やリンケージ解析から、判断指標となりそうなパラメータを絞り込む。 
②影響解析（ケース解析）を仮想的な処分環境や設計条件を想定して実施する。 
③バリア性能の劣化や人工バリアからの核種フラックスへの影響の仕方を検討する。 
④各パラメータの設定の妥当性を判断するために重要な観点を抽出する。 
 
①②の具体的な内容については、6.3 に述べた。ここでは、それらの結果を受けて、③④につ

いて記す。 
緩衝材のバリア性能の劣化を表す代表的な指標として「有効モンモリロナイト密度（ρmont）」

と「間隙率」を選択した。有効モンモリロナイト密度は、緩衝材中の透水係数評価モデルの重

要なパラメータであるとともに、ガラス固化体から溶出した放射性核種の分配係数や拡散係数

（特に陰イオンに対して）を評価する際に、結果への影響が大きな因子である。また、間隙率

は、核種の拡散係数を細孔拡散モデルで評価する際の主要なパラメータである。そして、透水

係数と拡散係数は、緩衝材の安全機能である核種移行抑制機能の評価を定量化するための有効

な指標となるため、これら 2 つの指標を、緩衝材のバリア性能の劣化を示す指標として、緩衝

材の設計条件を変化させた評価ケースに対するこれら指標の経時変化への影響や傾向について

検討を行った。以下の表 6.5-1 に、全設定ケースについて再掲する。 
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表 6.5-1 人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価ケース 

 
 
6.3.1(4)で示した緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度および間隙率の全ケースにに対す

る変遷パターンを比較、検討した結果、これら 26 ケースの有効モンモリロナイト密度の経時変

化には、地下水水質特性や緩衝材厚さといった入力パラメータの変化が、計算結果に対して「一

定の傾向が見出しにくい」ケースと、「一定の傾向が見受けられる」ケースとに分かれた。 
有効モンモリロナイト密度（ρmont）の経時変化においては、入力パラメータの変化が計算

結果に対して「一定の傾向が見出しにくい」ケースは、地下水水質を変化させたケースと支保

工の厚さを変化させたケースであった。 
 

1 100～47 降水系 70 1.6 7：3 60 無酸素

2 100～47 海水系 70 1.6 7：3 60 無酸素

3 100～47 降水３：海水７ 70 1.6 7：3 60 無酸素

4 100～47 降水５：海水５ 70 1.6 7：3 60 無酸素

5 100～47 降水７：海水３ 70 1.6 7：3 60 無酸素

6 100～47 降水９９：海水１ 70 1.6 7：3 60 無酸素

7 100～47 海水系 60 1.6 7：3 60 無酸素

8 100～47 海水系 50 1.6 7：3 60 無酸素

9 100～47 海水系 40 1.6 7：3 60 無酸素

10 100～47 海水系 30 1.6 7：3 60 無酸素

11 100～47 海水系 20 1.6 7：3 60 無酸素

12 100～47 海水系 10 1.6 7：3 60 無酸素

13 100～47 海水系 70 1.8 7：3 60 無酸素

14 100～47 海水系 70 1.4 7：3 60 無酸素

15 100～47 海水系 70 1.3 7：3 60 無酸素

16 100～47 海水系 70 1.2 7：3 60 無酸素

17 100～47 海水系 70 1.1 7：3 60 無酸素

18 100～47 海水系 70 1.6 10：0 60 無酸素

19 100～47 海水系 70 1.6 5：5 60 無酸素

20 100～47 海水系 70 1.6 3：7 60 無酸素

21 100～47 海水系 70 1.6 1：9 60 無酸素

22 100～47 海水系 70 1.6 7：3 50 無酸素

23 100～47 海水系 70 1.6 7：3 40 無酸素

24 100～47 海水系 70 1.6 7：3 30 無酸素

25 100～47 海水系 70 1.6 7：3 20 無酸素

26 100～47 海水系 70 1.6 7：3 10 無酸素

溶存酸素ケース
温度
[℃]

地下水水質特性
支保工厚さ

[cm]
緩衝材厚さ

[cm]

乾燥密度

[g/cm
3
]

混合率
[Bnt.：Qtz.]
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図 6.5-1 有効モンモリロナイト密度の経時変化（「一定の傾向が見出しにくい」ケース） 
 
図中左側の地下水水質を変化させたケースでは、「地下水水質の海水系地下水の割合が 100%

～30%の変化」に対して、有効モンモリロナイト密度は線形的な減少傾向を示しているのに対

し、海水系の割合が 0 および 1%の経時変化は約 20,000 年経過時点以降、ほぼ一定で推移して

おり、30%～1%間で変化の傾向が大きく異なることが示されている。 
また、図中右側の支保工の厚さを変化させたケースでは、「緩衝材厚 70cm における支保工の

厚さが 10cm～50cm の変化」に対して、有効モンモリロナイト密度は、時間とともにほぼ一定

の速度で減少する状態から、支保工厚さに応じた経過時間に応じて、よりゆっくりとした減少

速度に変化して行くという線形的な減少傾向を示すのに対し、60cm ではこれらとは異なる有効

モンモリロナイト密度の初期減少速度（小さな速度）で、変曲点を明確に経ずに密度ゼロまで

減少するという異なる変化となっている。 
 
その一方で、「一定の傾向が見受けられる」ケースとして、緩衝材の厚さを変化させたケース、

「ベントナイト：珪砂」混合率を変化させたケース、緩衝材乾燥密度を変化させたケースが該

当することが分かった。 
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図 6.5-2 有効モンモリロナイト密度の経時変化（「一定の傾向が見受けられる」ケース） 
 
 
図中左上の緩衝材の厚さを変化させたケースでは、緩衝材の厚さが減少するのに伴い、有効

モンモリロナイト密度の減少速度が一定の傾向で増大していた。図中右上の「ベントナイト：

珪砂」混合率を変化させたケースおよび左下の緩衝材乾燥密度を変化させたケースでは、これ

らが変化しても有効モンモリロナイト密度の減少速度は変化しないが、切片が一定の傾向で変

化することが示されている。 
なお、10 万年経過後の有効モンモリロナイト密度がゼロ以上になったケースには、「緩衝材

厚：70cm、ベントナイト混合率：70、緩衝材乾燥密度：1.8g/cm3」（case 13）と「緩衝材厚：70cm、

ベントナイト混合率：100、緩衝材乾燥密度：1.6g/cm3」（case 18）の 2 ケースがあった。 
 
これらの有効モンモリロナイト密度の変化に「一定の傾向が見受けられる」ケースについて、

間隙率の経時変化を表したものを図 6.5-3 に示す。 
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図 6.5-3 間隙率の経時変化（「一定の傾向が見受けられる」ケース） 

 
 
図中左上の緩衝材の厚さを変化させたケースにおいて、緩衝材厚 10cm のケース（最も薄い

ケース）の変化の傾向が他と異なるのは、図中に示した間隙率が緩衝材全体の平均値で表した

値てあり、緩衝材厚が薄いケース（ここでは 10cm および 20cm）においては、支保工境界で生

じた間隙率の変化が、他のケースよりも平均値を計算する際に大きく反映されたためと考えら

れる。これら 2 ケースおよび右上、左下の各ケースにおいては、有効モンモリロナイト密度と

比較すると傾向は明確ではないものの、ある程度一定の傾向（ほぼ一定値であることも含め）

が見受けられた。 
なお、全評価期間で緩衝材の間隙率が初期値（≒0.4）を超えない（性能が維持される）ケー

スは、「緩衝材厚 30cm 以上」（case 7～case 10）、「ベントナイト含有率 50 以上」（case 18、case 19）、
および「緩衝材乾燥密度 1.6g/cm3以上」（case 2、case 13）であった。 

 
これらの検討内容から、地下水の水質（＝海水系地下水と降水系地下水の混合割合）、支保工

の厚さ（＝緩衝材中のモンモリロナイト量に対するアルカリ、カルシウム成分などの割合）に

ついては、緩衝材の性能劣化に対し、非線形的な影響が存在することが示唆された。この原因

として、これら 2 つのケース設定について、6.3.1(4)で述べた緩衝材内部の間隙率の時間的・空

間的分布についてまとめたものを表 6.5-2 に示す。 
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表 6.5-2 緩衝材内部の間隙率の時間的・空間的分布の傾向 

 

 
 
表中の赤字で示したように、図 6.5-1 の両図において、変化の傾向が非線形化したケースに

おいては、支保工付近の緩衝材領域で、局所的に間隙閉塞（解析上の下限設定値である 0.005
に達すること）が生じ、それが計算期間全域（100,000 年）継続していることが分かった。その

他のケースの場合には、一時的な間隙閉塞は発生する場合はあっても、その後短期間で解消さ

れていた。これらのことを踏まえると、緩衝材内の有効モンモリロナイト密度や間隙率などの

パラメータを設定する際の妥当性を判断するために重要な観点として、 
 

 緩衝材領域における間隙閉塞の発生の有無、継続時間、その影響について、合理的な判

断がされているかは重要な観点。 
 
が挙げられる。また、加えて、 

 
 設定値の変化に対し一定の傾向がある緩衝材の厚さの設定などでは、例えば「10cm 増加

させることで有効モンモリロナイト密度がゼロになる時間がおよそ 9000 年ずつ増加す

る傾向がある」といった定量的な観点が妥当性判断では重要になる。 
 ベントナイト混合率の低いケース、緩衝材乾燥密度の低いケースでは、評価初期時点で

有効モンモリロナイト密度が低いため、止水性、核種収着性、膨潤性などの性能が低い。

この傾向は閉鎖後も推移すると考えられるため、処分場閉鎖時点でどの程度の性能の確

保を求めるのか、また確保確認あるいは保守的に満足されていることの確認が重要にな

る。 
 緩衝材乾燥密度の低いケースでは、評価初期時点で間隙率が高くなっており、低い核種

拡散性、自己シール性などの性能が低下した状態で閉鎖後の状態へと推移することにな

る。このため、特に、再冠水時の地下水上昇流が速い時期において、処分孔内に亀裂な

どが存在し、緩衝材の流出により低下する可能性を排除できるような観点が重要になる。 
 海外の処分概念では、クニゲル V1 よりもモンモリロナイト含有率が高いベントナイト

2 降水０：海水１０ 60
支保工近辺の緩衝材領域において、局所的な間隙閉塞が起きる。
（600年後～1,000年後程度で局所的に間隙が低下するが、6,000年後には間隙率0.1まで解消）

3 降水３：海水７ 60

4 降水５：海水５ 60

5 降水７：海水３ 60

6 降水９９：海水１ 60 支保工近辺の緩衝材領域で局所的に起こる間隙閉塞が100,000年後まで続く。

1 降水１０：海水０ 60

支保工近辺の緩衝材領域で局所的に起こる間隙閉塞が100,000年後まで続く。
（1,000年後から支保工境界付近の緩衝材領域における間隙が低下。10,000年後には、同領域においてCSHおよ
びLmtによる間隙低下により閉塞（解析上の閉塞：間隙率＝0.005）。58,000年後より間隙上昇傾向がみられるが、
100,000年後においても解消されなかった）

2 海水系 60
支保工近辺の緩衝材領域において、局所的な間隙閉塞が起きる。
（600年後～1,000年後程度で局所的に間隙が低下するが、6,000年後には間隙率0.1まで解消）

22 海水系 50

23 海水系 40

24 海水系 30

25 海水系 20

26 海水系 10

緩衝材厚さ[cm] 70

乾燥密度[g/cm3] 1.6

混合率[Bnt.：Qtz.] 7：3

全ケー
ス共通

緩衝材領域内での間隙低下はみられなかった。

一時的に支保工近辺の緩衝材領域での間隙低下がみられるが、すぐに解消される。
（緩衝材領域で間隙閉塞が生じると、支保工のアルカリ成分が抑制され、モンモリロナイト溶解が促進されず、
100,000年間残存）

ケース 地下水水質特性
支保工厚さ

[cm]
緩衝材内部の間隙率の空間的・時間的変化の傾向
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を使用したり、コロイドの移行抑制に対応するため、乾燥密度を 1.8g/cm3としたりする

事例もある。地下水水質、支保工厚に応じ、緩衝材性能が劣化するまでの時間を延長す

る効果があるこれらの対策に配慮されているかの判断も重要な観点。 
 
も、重要な観点として抽出されるものと考えられる。 
 
 
一方、平成 23 および 24 年度のリンケージ解析による感度解析（影響解析）で実施したよう

に、着目する指標として人工バリアからの核種移行フラックスを選択した重要パラメータの抽

出については、これまでに下記のような知見が得られている。 
 

 複雑系である人工バリアシステム（ガラス固化体－OP－緩衝材－支保工－EDZ）の、「入

力・出力応答」を一般化して整理することは困難であること。 
 しかしながら、これまでのリンケージ解析（主に地化学的条件を変えた設定）から示せ

ることとして、ソースタームの流出項として最初にコントロールされるガラス固化体の

溶解速度は、非常に重要なパラメータであること。 
 ガラス固化体から溶出してしまった核種については、溶解度制限の有無、またその値の

影響が大きいこと。 
 溶解度制限がかからない核種に関しては、分配係数の影響を把握することが重要である

こと。 
 これらのパラメータに包括的に影響する因子として、EDZ における地下水組成、緩衝材

中の鉱物生成・溶解反応、間隙水特性、モンモリロナイト残存量などが重要であること。 
 なお、特殊な条件設定（シナリオ設定）をしない限り、OP は全面腐食で破損し、その

寿命は寿命評価に用いる全面腐食速度で決まる。 
 

6.3.6(2)(a)の記述のとおり、26 ケースから選択した 15 ケースに対する核種移行解析の結果か

らは、ガラス固化体の溶解速度が全ケースで Stage II となったこと、また 6.3.5(3)の記述のとお

り、全ケースで緩衝材中の核種移行は拡散支配であったことにより、Se-79 に対してはガラス

固化体の溶解速度のように感度の大きいパラメータは抽出されなかった。しかしながら、Cs-135
に対しては、昨年度と同様に、緩衝材中の核種分配係数が感度の高い（重要度の高い）パラメ

ータとして抽出され、これまでの知見と調和的な結果となった。さらに、本年度から開始した、

4n+1 系列核種に対しては、Np-237 の緩衝材に対する核種分配係数が全ケース一定となったこ

とにより、核種フラックスのピーク値に対する緩衝材中の核種拡散係数の明瞭な相関関係が見

出され、昨年度までの核種分配係数に加わる重要パラメータとして抽出することができた。な

お、ガラス固化体の溶解速度、核種溶解度、核種分配係数、核種拡散係数の相対的な重要度は、

核種の化学形により変動するとともに、今後の解析ケースの設定、特に我が国で想定される多

様な地下水組成の設定により、入れ替わる場合があることを指摘しておく。 
これらのパラメータ（核種分配係数、拡散係数）は、重要な人工バリアの設計要因の検討に

おいて、緩衝材のバリア性能の指標として選択した有効モンモリロナイト密度と間隙率との相

関が非常に高いパラメータであり、重要パラメータをブレークダウンした観点で人工バリアシ

ステムの性能評価の妥当性を判断する際に重要な影響因子となること示している。 
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6.5.2 重要な天然バリアの調査要件の検討 
「6.4 隆起・侵食による地下環境の変動を想定した安全評価」では、仮想的な堆積岩サイトに

対し、幌延サイト特有の隆起侵食現象、地質環境等の条件を考慮した隆起・侵食の進行が核種

移行に与える影響を把握するための感度解析を行った。感度解析では、隆起の様式（一様/傾動

の違い）、侵食、透水異方性、対地深度変化に伴う透水性変化（以上は条件の有無）、氷期-間氷

期の涵養量（氷期、間氷期の涵養量の設定値、涵養量の経時変化モデルの違い）に関する条件

について、違いを組み合わせた解析ケースを想定した。本解析の結果ならびに平成 24 年度に実

施した予察的な隆起・侵食の解析の結果を踏まえ、規制の観点から隆起・侵食に関係のある天

然バリアの重要な調査要件について検討した。その結果、規制の観点から着目すべき調査要件

は以下のようにまとめられる。 
 隆起： 移行距離・流速に与える影響が小さい一様隆起よりも、特に動水勾配の

増加による移行経路上の流速の増加に関係する傾動隆起が評価上重要であり、サ

イトでは長期的な傾動隆起の発生の可能性、発生する場合にはその様式設定の妥

当性に着目すべきである。 
 沈降： 処分場の相対的な対地深度の変化により、特に流速の増加傾向が見られ

たことから、サイトの空間的・時間的な侵食の様式設定の妥当性に着目すべきで

ある。その際、サイトにおける堆積現象とあわせた様式の理解がなされているか

どうかは、対地深度の変化を抑えた処分場位置の選定という視点で重要と考えら

れる。 
 透水異方性： 透水係数の異方性については、鉛直方向の透水性が大きい場合、

隆起・侵食の進行に伴い懸念される移行経路の短絡、流速の増加があらわれるこ

とから、サイトにおける透水異方性は重要な調査要件の 1 つである。 
 
また、処分場位置（水平・鉛直）の違いにより、移行距離、流速が大きく異なる結果となっ

た。この結果は、上記の要件の他に、サイト本来の水理地質構造条件や流出域・涵養域に依存

したものであり、処分場位置の選定の妥当性検討の際には、こうした要件も大切である。 
 
6.6 体系的な安全評価手法のまとめと今後の課題 
人工バリア領域を対象とした安全評価手法の整備では、人工バリアの構成材が置かれる地球

化学的環境条件と人工バリア材の構成・構造に係る設計条件に対応して、それぞれの人工バリ

ア材に期待される安全機能について、人工バリア材間の THMC 状態の相互作用を考慮すること

のできる評価手法に基づいて、人工バリア領域からの核種移行を評価する手法を目指して整備

を進めている。本手法における整備状況のまとめと今後の課題については、以下のようにまと

められる。 
 地層処分の基本概念である、安定した十分に深い地下環境において廃棄体、人工バリア、

処分施設などを埋設した際に生じる THMC 事象から、優先順位を考慮して、特に化学、

温度、水理に着目して、実際の処分環境をできるだけ考慮した実験的な手法により、こ

れらの変化を記述できるモデル群の整備を進めてきた。 
 人工バリア領域の状態変遷は、THC の各パラメータが相互に影響し合いながらしょうじ

ることを考慮し、各モデル間のパラメータの入出力関係や、共通に使用されるパラメー

タの整理を進め、系統的な連成計算ができるリンケージ解析手法としてコード化の整備

を進めてきた。 
 リンケージ解析の妥当性は、使用される各モデルそれぞれの科学的妥当性におうところ



 - 6-215 -

が大きく、自他の研究機関等で報告されている変遷事例を用いた検証を進めてきた。ま

た、機構論的なアプローチによる妥当性の付与についても進めてきている。しかしなが

ら、これらだけでは、実験期間と比較して非常に長期にわたる実際の処分期間における

評価手法の妥当性を示すことには困難さがあり、今後はナチュラルアナログなどのアプ

ローチの検討も必要と考えられる。 
 リンケージの対象に現状では入っていない力学についても、今後、直接的、あるいは間

接的なリンクの方法を検討する必要があるものと考えられる。 
 解析ケースの設定に関しては、今後、より幅広の我が国の地下水水質（特にガラス溶解

に影響の大きい Mg）について、バリア材性能への影響因子の絞り込みや影響の仕方の

検討が必要と考えられる。 
 
天然バリア領域を対象とした安全評価手法の整備では、地質・気候関連事象を起因事象とし

て、天然バリア領域（母岩領域）を含む処分エリアにおける地質環境の THMC 特性変化の評価

（地質・気候関連事象による母岩の影響評価）と、その特性変化を受けた場合の核種移行の評

価（地質・気候関連事象に関連した核種移行の評価）の 2 つの評価手法の整備を進めている。

両者に関する手法整備のまとめと今後の課題については、以下のようにまとめられる。 
 地質・気候関連事象による母岩の影響評価： 処分サイトを特定しないジェネリックな

条件の下、地質・気候関連事象による地質環境の THMC 特性に影響を与える可能性のあ

る影響の連鎖を 177 事象として特定し、既往の種々のモデルの組み合わせから成るモデ

ル構造を用いて影響の代表値（期待値）とともにその不確実性の情報を提供するための

評価手法の整備を進めた。影響評価のモデル構造における不確実性を整理した結果から、

起因事象のうち火山噴火、マグマ貫入、泥火山（泥噴出、泥貫入）、熱水活動（水噴火含

む）については、起因事象に係る予測データの乏しく既往の数値モデルも存在しない不

確実性タイプ 1(Unknown)の扱いに分類された。これらの起因事象に対しては、影響評価

の妥当性を判断することは困難であることから、安全規制の観点から起因事象の排他的

領域（未発生領域）として評価する方向が妥当と考えられ、今後、これらの起因事象を

スクリーニングする方法論の整備が重要である。また、その他の起因事象については、

事例的なサイト条件に対し、既存モデルを具体的に適用するなどの詳細検討が必要と考

えられる。 
 地質・気候関連事象に関連した核種移行の評価： 現在我が国で想定しうる地質・気候

関連事象（177 事象）のうち、核種移行への影響評価の必要性が高いと考えられる「隆

起・侵食」を対象に、核種移行に繋がる評価体系の構築を進めた。また、仮想的な堆積

岩サイトに対し、幌延サイト特有の隆起侵食現象、地質環境等の条件を考慮した隆起・

侵食の進行が核種移行に与える影響を把握するための感度解析を行い、その結果から、

規制の観点から隆起・侵食に関係のある天然バリアの重要な調査要件を提示した。今後

は、堆積岩サイトにおいて、隆起・侵食以外の他の起因事象（地震の発生など）を対象

とした場合の核種移行に繋がる評価体系の構築を進める必要がある。また、亀裂構造の

発達した結晶質岩サイトに対し、人工バリア内の性能評価と亀裂性の周辺母岩の地下水

流動との適切なリンケージを図った核種移行の評価手法についても整備を進める必要が

ある。 
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